
【令和２年度取組状況および令和３年度取組概要等】

56.1%

29.5%177人

ＫＰＩ項目

ハローワーク紹介による正社員就職件数

キャリアアップ助成金活用による正社員転換数 600人

ハローワーク紹介による正社員就職件数 1,347件

キャリアアップ助成金活用による正社員転換数

目 標
正規雇用を希望していながら不安定な就労状態にある方について現状よりも良い処遇を目指すた
め、支援対象者の正規雇用者数を3,000人増やすことを目標とする。

「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラン」に関する取組状況

ＫＰＩ項目 目標値（実績）

目標値

2,400件

取 組 年 度

支 援 対 象 者

令和２年度

（１）不安定な就労状態にある方

進捗率

＜令和２年度取組状況＞
　○長崎県人材活躍支援センターに採用力向上支援員を配置し、企業訪問等による求人開拓
　　や職場体験の受入推進等を実施。あわせて、労働局の相談窓口や各種助成事業の紹介等
　　により、非正規雇用者の正規化を促進。コロナ禍で十分な企業訪問ができなかったが、
　　電話・メール等を活用した支援を行った結果、支援対象企業における就職氷河期世代の
　　雇用実績は目標を大幅に上回った。
　 【実　績】
　　・期　　間：Ｒ２．１０．１９～Ｒ３．３．３１
　　・訪問社数：のべ ２９７社（訪問 34社、電話・メール等 263社）
　　・正規雇用実績：１３１人（目標：４５人）
　　　※支援を行った企業において新規雇用した就職氷河期世代の人数

　○長崎県人材活躍支援センターの若年者支援窓口である「フレッシュワーク」において、
　　就職氷河期世代を含む求職者に対し、カウンセリングや適職診断等を実施。また、大村
　　市を含む県内９市町において、巡回による就職支援・個別相談を実施。
　　【実　績】
　　フレッシュワーク（若年者）利用者のうち35～44歳の利用者数（のべ）
　　全体 ４６３人（長崎３７０人　佐世保７１人　大村２２人）

　○県内企業に向けたセミナー開催
　　大手就職エージェントへの委託により専門講師が就職氷河期世代の採用に関するセミナ
　　ーを実施。参加企業数は伸びなかったものの、就職氷河期世代を雇用することのメリッ
　　ト等を企業へ分かりやすく説明した。
　【実　績】
　　・開催回数：６回（Ｒ３．１～２月）
　　・参加社数：のべ１２社　参加人数：のべ１７人
　　・内容：就職氷河期世代の特徴や採用・育成のポイント等

＜令和３年度取組概要＞
　○長崎県人材活躍支援センターにおける求人開拓及び求職者とのマッチング
　　Ｒ２年度同様に採用力向上支援員の企業訪問等による求人開拓や職場体験受入推進等を
　　実施。あわせて、労働局の相談窓口や各種助成事業の紹介等により、非正規雇用者の
　　正規化を促進。

　○オンライン相談の体制を構築
　　コロナ禍においてセンターへ足を運ばずに就職支援が出来る体制を構築するため、オン
　　ラインでもカウンセリングが可能な環境を整備。

　○就職氷河期世代支援に関る各種助成事業の広報活動
　　就職氷河期世代支援のための専用サイト立ち上げのほか、HP・広報誌等を活用したタイ
　　ムリーな広報活動を継続して実施。

資料６ 長崎県雇用労働政策課



【令和２年度取組状況および令和３年度取組概要等】

サポステレベルが上がった方のレベル数 16レベル 5.3%

ＫＰＩ項目 目標値（実績） 進捗率

サポステの支援により就労等につながった割合 34% 97.1%

＜令和２年度取組状況＞
　○地域若者サポートステーション委託事業
　　長期無業者の就労支援に向けた事業を地域若者サポートステーション（長崎・佐世保）
　　に委託。（Ｒ２．８月～）
　　拠点のない県内４地域におけるセミナーの開催と県内１４地域における巡回相談を実
　　施。セミナーについては、コロナの影響により開催が中止になるなど、計画どおりの
　　実施は困難であったが、巡回相談は、当初計画の地域のほか、利用者のニーズに応じた
　　地域で実施した結果、計画を上回ることができた。
　【実　績】
　　・セミナー開催⇒長崎・五島地区：3地域（計画：５地域）
　　　　　　　　　　佐世保地区：１地域（計画：３地域）
　　・巡回相談　　⇒長崎・五島地区：８地域７５回（計画：４地域６４回）
　　　　　　　　　　佐世保地区：６地域７９回（計画：３地域３２回）
　　・プログラム参加旅費助成　⇒のべ１０人 　４６，６００円

＜令和３年度取組概要＞
　○地域若者サポートステーション委託事業
　　長期無業者の就労支援に向けた事業を地域若者サポートステーションに委託。
　　・巡回相談・セミナー開催
　　・氷河期世代向けプログラム・カウンセリング実施
　　・参加者の旅費を助成（１ヶ月あたり２千円を超える実費）

目 標

就業を希望しながら、様々な事情により求職活動をしていない長期無業の状態にある方
については、働くことや社会参加を促す中で本人に合った形で支援を行う必要があるこ
とから、地域若者サポートステーション（以下「サポステ」という。）を中心に関係機
関が連携し、職業的自立支援につなげることを目標とする。

「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラン」に関する取組状況

取 組 年 度 令和２年度

支 援 対 象 者 （２）長期にわたり無業の状態にある方

ＫＰＩ項目 目標値

サポステの支援により就労等につながった割合 35%

サポステレベルが上がった方のレベル数 300レベル



【令和２年度取組状況および令和３年度取組概要等】

＜令和２年度取組状況＞
　○就職氷河期世代にかかわる実態調査
　　県内の就職氷河期世代の実情や企業の雇用意向等を把握するため、アンケート調査を実
　　施。その結果、非正規雇用者の約6割が経済的余裕がなく、無業者の4割が自分の適性が
　　分からず自信もない、といった実態が分かった。
　　また、回答があった県内企業の約７割が、一定の職歴や能力があれば氷河期世代であっ
　　ても採用・正規転換に前向きであるとの結果となった。
　【実　績】
　　・支援対象者向けアンケート調査（Ｒ２．９～１０実施）：
　　　アンケート回答数 ３３１名、個別ヒアリング数 ５名
　　・企業向けアンケート調査：県内企業 １３０社より回答あり

　○就職氷河期世代支援ＰＲ
　　国（労働局）、県が行う就職氷河期世代の各種支援施策や氷河期プラットフォームの
　　活動等について広報を展開。約１か月の期間限定で公開した特設ＷＥＢサイトには
　　９，４２８件のアクセスがあるなど、周知啓発に一定の効果があった。
　【実　績】
　　・新聞広告：長崎新聞、長崎新聞とっとって、西日本新聞
　　・求人情報誌広告：求人案内、タウンワーク、ながさきプレス、ライフさせぼ
　　・テレビ番組放映及びWEB掲載（長崎文化放送）：テレビ番組、Web上への動画掲載、
　　　特設Webサイト

＜令和３年度取組概要＞
　○就職氷河期世代支援ＰＲ
　　就職氷河期世代と県内企業を対象に、各種支援策等を紹介するホームページを作成する
　　とともに、メディアを活用した周知を行い、支援の取り組みの浸透を図る。
　
　○労働局主催のマッチングイベントや訓練機関の紹介イベントなどの積極的な広報活動を
　　行う。

「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラン」に関する取組状況

取 組 年 度 令和２年度

支 援 対 象 者 （４）全支援対象者



【令和２年度取組状況および令和３年度取組概要等】

＜令和２年度取組状況＞
　①～④シートへ記載した内容と重複するため省略。
※五島市は令和２年度の取組なし。

＜令和３年度取組概要＞
【長崎県】
　①～④シートへ記載した内容と重複するため省略。

【五島市】
　○就職氷河期世代実態調査
　　ハローワークに登録されている五島市内の求職者500人程度に対し、基礎データを収集・
　　分析するためにアンケートを実施。
　＜アンケート項目案＞
　　・就労状況
　　・勤務先状況（業種・勤務形態・待遇・その他）
　　・希望就労先（希望する業種・勤務形態・待遇・重視する条件）
　　・自由記載（就労に関する困りごと・意見等）
　　・キャリア支援の希望の有無

　○支援該当者への就労支援
　　実態調査後、支援が必要な就職氷河期世代の個々人に対し、専門家による指導により、
　　本人の性向・能力に適した就労支援（適正診断・コンサルティング等）を実施。

目 標

【長崎県】
県人材活躍支援センターを中心に、地域若者サポートステーションと連携した就職氷河
期世代の県内就職支援及び正規雇用への転換を促進するための事業を実施。（Ｒ２～Ｒ
４年度）

【五島市】
就職氷河期世代の実態把握のためのアンケート調査及びキャリアコンサルタントによる
個々の対象者の支援を実施。（Ｒ３～Ｒ４年度）

「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラン」に関する取組状況

取 組 年 度 令和２年度

交 付 金 事 業 地域就職氷河期世代支援加速化交付金事業



WEB会議システム「zoom」を使い、就職氷河期世代の採用メリットや育成ノウハウなどについて、
専門コンサルタントがご紹介します。

主 催：長崎県
受託者：株式会社マイナビ
問合先：株式会社マイナビ 長崎支社 （担当：宇野太基）

お申し込みは開催日時をご確認のうえ、下記WEBサイトからお申込みください。

講師：平尾 英治（株式会社マイナビ パートナー講師）

平成3年大学卒業後、株式会社リクルートに入社。同社HR事業部門（現㈱リクルートキャリア）に所属。

求人広告、就職ナビサイトを通じて、多くのクライアント（企業）とカスタマー（求職者）のマッチングを実現。

またクライアントの事業戦略とリンクした人材採用基準の策定に携わり、採用戦略立案、評価基準設計、選考プロセス設計を行う。平成26

年6月株式会社HRディレクション・パートナーズ設立後、様々な業種の企業に対して採用コンサルティングや人材育成支援に数多く携わり、

業界問わず各企業から高い支持を得ている。

対象 長崎県内に拠点を置く企業の経営者・人事担当者等 定員 各回200名程度（先着順）

参加費無料

Tel:  095-832-7710      Email: uno.taiki@mynavi.jp 

開催日程 下記日程より希望日を申し込みください

※各回のセミナー内容は同じです。
※申込〆切は各開催日程の7日前17:00迄

お申込み後、前日までにマイナビ運営事務局よりログインURLを送付等ご連絡致します。
万が一ご希望いただいたセミナーが満席でご参加いただけない場合は別途ご連絡致します。

採用活動に関する以下のようなお悩みにお答えします！
✓ これから中途採用を検討したい
✓ 中途採用をやっているが母集団形成ができない
✓ 長期的に働いてもらえる人材が欲しい 等

就職氷河期世代とは？
概ね平成5年から平成16年に学校卒
業期を迎えた世代。高校を卒業した頃
から景気が落ち込み、時代の良い波に
のったことがないため、この世代の特徴は、
「真面目で堅実」なこと。だからこそ教育
方法次第では長期的に優秀な人材に
なりえる貴重な存在です。

★ライブ配信・・・講師がリアルタイムで登壇します。
●アーカイブ配信・・・ライブ配信した録画映像を配信します。

https://survey.mynavi.jp/cre/?enq=b8lNUiH15GI%3d

日時

1/27(水)10：00～11：15 ★

2/1(月)13：00～14：15 ●

2/5(金)15：00～16：15 ●

2/9(火)10：00～11：15 ●

2/17(水)13：00～14：15 ●

2/22(月)15：00～16：15 ●
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○ 就職氷河期世代の方々の実態やニーズを踏まえ、地域の関係機関や当事者・支援団体等と連携して、就職氷河期世代の

就労や社会参加に向けた先進的・積極的な支援を行う地方自治体等の取組を強力に後押しするとともに、優良事例を横展開。

○ 本年４月の令和３年度事業（第一次）交付決定において96自治体（47都道府県・20指定都市・29市町）の131事業に対して16.3億円

を交付決定。今後は、随時、事前相談を受付予定（詳細は７月発表）

事業メニュー（交付金対象例）

〇地域における就職氷河期世代の実態調査、ニーズ把握、効果検証

〇伴走型支援の実施

・個別相談、研修、職場実習、合同企業説明会、就職後のフォローアップ等、

就職前後の一貫した支援を地域の創意工夫を活かして実施

〇就職氷河期世代のための総合的なオンライン相談窓口の開設

〇多様な働き方や社会参加の場の創出

・就労経験が少ない方、育児等により離職をした方と短時間業務（マイクロワーク）

を提供する企業とのマッチング

・ひきこもりがちの方に対する居場所の整備・提供 等

〇社会参加や就労に向けた活動のネックとなる経済的負担の軽減

・広域移動時の交通費の支給 等

〇他の国庫補助金等の対象となっている事業の充実・強化 等

・補助対象範囲を超えた相談員の配置や支援人材養成研修の開催

・地方公共団体等独自の事業について、就職氷河期世代支援のための拡充

・正規雇用化に向けた雇用関連助成金の上乗せ 等

事業概要

事
前
相
談

国

都道府県、 指定都市

市町村

プラットフォーム
計画・交付金計
画提出

交付

支援団体、企業等

就
職
氷
河
期
世
代
へ
の
支
援

3/4補助

支

援

事

業

実施

実施

実施

事業スキーム

事業の
とりまとめ
（市町村事業は
都道府県におい
てとりまとめ）

事業毎に、重要業績評価指標（KPI）を設定し、その達成状
況を事業年度ごとに効果検証、計画期間終了後に事後評価

プラットフォーム

市区町村における
地域就職氷河期世代支援加速化交付金の活用について

１



地域就職氷河期世代支援加速化交付金 ～こんな事業に活用できます～

事業の全部又は一部を委託してもよいか？ サポステ等の運営受託団体をはじめ民間
ノウハウの活用に伴う事業委託が可能

支援を必要とする人が、事業に参加しやすい
環境を整えたい

例えば、交通費の支給等、既存の国庫補助
事業では対応できない取組も採択されている

すでに地方単独事業として、
一般財源で実施している

一般財源で実施している事業であっても、
新規・拡充の取組を含むなど要件を満たす

事業であれば交付対象

コロナ禍対応のため支援体制を強化したい コロナ禍対応のための体制強化に伴う専門相談
員増や支援対象人数増にも活用可能

すでに交付金を受けている場合は、
追加交付は可能か？

既に本交付金を受けている地方自治体も、
事業の拡充・新規申請が可能

地方負担分に対する地方財政措置はあるか？
交付金事業の地方負担額（事業費1/4）
に対し、新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金を充てることが可能
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令和３年度事業において、地域就職氷河期世代支援加速化交付金事業の地方負担額（事業費の

1/4）に対し、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下、「コロナ臨時交付

金」という）を充てることが可能。

就職氷河期世代支援に取り組む自治体における
新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用

Ｒ２年度事業

Ｒ３年度事業

地域就職氷河期世代支援加速化交付金 ７５ 地方負担額 ２５

コロナ臨時交付金の活用

地域就職氷河期世代支援加速化交付金 ７５
コロナ臨時交付金

（国庫補助事業分）
２０

交付対象事業費 １００

コロナ臨時交付金
（地方単独事業分）

５

※ コロナ臨時交付金の詳細については、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱」及び令和３年２月２日付け
内閣府地方創生推進室事務連絡「令和２年度第３次補正予算の成立を踏まえた新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱
について」参照。

※ コロナ臨時交付金（国庫補助事業分）の２０は、各地方公共団体に対しコロナ臨時交付金の交付限度額を算定するに当たり使用される
算定率（地方負担額×０．８）を基にしたものであり、実際の事業実施に当たっては、各地方公共団体の判断により、人口・財政力等に
基づき別途算定されるコロナ臨時交付金（地方単独事業分）の５を充当することによって、地方負担額０での事業実施が可能となる。

地方負担額 ０
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① ネットワーク会議の開催
商工行政や福祉行政の担当部局や関係機関によるネットワーク会議を開催し、問題意識、課題、共有できる情報の洗い出しを

行い就職氷河期世代の就労状況や就労意欲、ひきこもりの現状等についての実態を把握。
② ジョブトレーニング等、支援メニューの拡充

相談対応等を通じて、就職氷河期世代が必要としているジョブトレーニングの内容等についてヒアリングするとともに、企業
開拓員が企業訪問をし、協力企業を増やすなど支援体制の基盤を整備。２年度目以降は、関係機関と役割を分担し、対象と思わ
れる層への情報提供やセミナー参加の呼びかけ、リモート相談等のアウトリーチに取り組み、ニーズに応じたプログラムを作成
して支援を拡充。

③ 近隣市町の気運醸成により就職先として選ばれる地域へ
サポステと関係機関が連携し、受け皿となる企業の広域化も進めながら、長岡地域若者サポートステーション活動エリアの近

隣市町の気運を醸成し、就職先として選ばれる地域を目指す。

ながおか就職氷河期世代チャレンジ応援事業【新潟県長岡市】
交付金対象事業費6,130千円（1,472千円）

○長岡地域若者サポートステーション※を軸とし、商工行政や福祉行政の関係機関と連携した就職氷河期世代に
寄り添った支援体制を構築するとともに、近隣市町への気運醸成を図る。

※地域若者サポートステーション（サポステ）：働くことに悩みを抱えている若者に対し、キャリアコンサルタントなどによる専門的な相談、
コミュニケーション訓練などによるステップアップ、協力企業への就労体験などを実施する就労支援機関。事業概要

重要業績評価指標
（KPI）

事業開始前
（現時点）

令和２年度増加分
（１年目）

令和３年度増加分
（２年目）

令和４年度増加分
（３年目）

計画期間中の
増加分の累計

新規相談登録者数（人） 35 40 50 60 150
協力事業所数（社） 0 40 10 15 65

本事業による就職者数（人） 15 20 30 30 80

長岡地域若者サポートステーション

ハローワーク長岡
新潟労働局

ターゲット

ライフサポートセンター
長岡市（民生委員） など

ひきこもりなどの社会参画が難しい人
保護者

無業者、非正規労働者
（フリーター、ニート）

企業

就職氷河期支援プラットフォーム長岡

支援機関の情報を集約

情報をもとにニーズに応じた就労支援、支援機関を通じた情報発信

本人及びその保護者を対象とした相談対応、プログラムや企業での実習体験を実施

「働きだす力」を引き出し、就職から定着までをバックアップ

支援機関

事例① 市区町村における就労支援の強化

長岡商工会議所、長岡地域
商工会連合、長岡市
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交付金対象事業費 11,695千円（新規）

○ひきこもり対象者把握のためのアンケート調査により把握できたひきこもり当事者や家族などを対象に
した個別相談等の支援体制を構築することで、区内のひきこもり当事者の社会参加等に繋げる。

事業概要

重要業績評価指標
（KPI）

事業開始前
（現時点）

令和３年度増加分
（１年目）

令和４年度増加分
（２年目）

計画期間中の
増加分の累計

ひきこもりに係るアンケートの実施によ
る就職氷河期世代の回答数（通） 0 12,788 0 12,788

アンケート結果による就職氷河期世代へ
のアウトリーチ実施数(回） 0 21,775 0 21,775

（１）ひきこもり対象者把握のためのアンケート調査

（２）アウトリーチによるひきこもり度合いの把握

江戸川区からの調査のお願い（交付金を活用）

ひきこもり相談支援事業等（厚労省補助金を活用）

・当事者及びその家族の状況に応じた個別相談支援等

・江戸川区地域家族会と連携し、ひきこもり状態にある家族への支援

・ひきこもり講演会等の実施による啓発活動、支援促進活動（ピアサ
ポーターの育成等）

連携

連携

既存支援機関（若者きずな塾、ヤングホットワーク
江戸川、地域活動支援センター）との連携

江戸川区地域家族会、KHJひきこもり家族会連合
会との連携

一般社団法人みんなの就労センターとの連携
※登録を促し、登録後は就労先への派遣という形で雇用につなげる

連
携

交付金対象事業・対象外事業を一体的に実施し、区内のひきこもり当事者等の社会参加等に繋げる。

ひきこもり調査・相談支援事業【東京都江戸川区】
事例② 市区町村におけるひきこもり支援の強化
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地方公共団体名 交付対象事業の名称 事業費（千円）

北海道苫小牧市 就職氷河期世代就職応援事業 8,500

秋田県鹿角市 就職氷河期世代活躍促進事業 1,000

群馬県太田市 就職氷河期世代支援リカレント教育事業 6,500

千葉県船橋市 ふなばし地域若者サポートステーション事業 3,111

千葉県松戸市 就職氷河期世代キャリアチャレンジ事業 9,000

千葉県柏市 若者（就職氷河期世代）就労自立支援事業 2,266

千葉県流山市 就職個別相談「就職氷河期世代コース」事業 4,173

東京都葛飾区 雇用・就労促進事業 1,800

東京都江戸川区 ひきこもり調査・相談支援事業 11,695

東京都立川市 立川市就職氷河期世代向け就労支援事業 28,452

神奈川県藤沢市
就職氷河期世代活躍応援パッケージ(就職氷河期世代向けセミナー) 417

ユースサポート・ユースワークふじさわ 1,742

新潟県長岡市 ながおか就職氷河期世代チャレンジ応援事業 6,130

石川県小松市 小松市既卒者正規雇用支援奨励金 200

滋賀県栗東市 就職氷河期世代支援事業 3,670

滋賀県甲賀市 甲賀市就職氷河期世代支援事業 ジョブチェンジ・キャリアチェンジフェア 3,157

滋賀県東近江市 東近江市しごとづくり応援センター就職氷河期世代相談窓口開設事業 1,018

大阪府泉佐野市 地域課題解決型就職氷河期世代就労支援事業 29,952

兵庫県伊丹市 就職氷河期世代就労サポート事業（いたみ就勝塾） 1,310

兵庫県宝塚市 就職氷河期世代リモート型就労支援事業 6,000

兵庫県加西市 地域若者サポートステーションの拡充 53

岡山県美作市 就職氷河期世代スキルアップチャレンジ支援事業 1,800

山口県下関市 就職氷河期世代等支援事業 5,000

山口県宇部市 就職氷河期世代キャリアアップ支援事業 5,500

高知県高知市 就職氷河期世代支援事業（若者就職応援事業） 4,000

高知県黒潮町 就職氷河期世代活躍応援事業【ひきこもり支援事業】 5,000

福岡県久留米市 就職氷河期世代支援事業 1,000

長崎県五島市 就職氷河期世代就労支援事業 3,077

宮崎県延岡市 のべおか就職氷河期世代支援事業 3,000

鹿児島県鹿児島市 就職氷河期世代活躍支援事業 3,000

※網掛けは「ひきこもり支援の強化」事業、網掛けなしは「就労支援の強化」事業
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本交付金を活用している
市区町村（政令指定都市を除く）就職氷河期世代スキルアップチャレンジ

支援事業【岡山県美作市】
交付金対象事業費 1,800千円（新規）

■介護職員初任者研修を開講【専門学校が実施】
就職氷河期世代を対象に、受講料の自己負担分を 軽

減した介護職員初任者研修を開講。加えて、ひとり親
世帯で児童扶養手当を受給している者の多くが就職氷河
期世代であることから、市が自己負担分を支援し、既存
事業として実施するひとり親世帯支援（家賃補助）との
連携を図ることで、さらに手厚い支援を実施。

事例③ 介護職員初任者研修費用の支援

事業概要

重要業績評価指標
（KPI）

事業開始前
（現時点）

令和３年度増加
分

（１年目）

令和４年度増加
分

（２年目）
計画期間中の
増加分の累計

介護員養成研修修了者（人） ０ 20 20 40

介護員養成研修を修了して就労した
者

（非正規を含む）
０ 5 10 15

その他の取組事例集や支援ステージ毎の
取組集を内閣府ＨＰに掲載中です。

https://www5.cao.go.jp/keizai1/c_hyogaki/c_hyogaki.html

お問い合わせ先 内閣府地域就職氷河期世代支援加速化事業推進室
TEL：:03-6257-3961、03-6257-3958
E-mail：g.chiikihyougaki.z9b@cao.go.jp

https://www5.cao.go.jp/keizai1/c_hyogaki/c_hyogaki.html
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